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第１章 計画策定の趣旨・位置付け 

 

 １．計画策定の趣旨 

   平成２３年３月に発生した東日本大震災の経験を通じ、事前防災・減災と迅速な復旧・

復興に資する施策を総合的、計画的に実施することを目的として、平成２５年１２月に「強

くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法（以下

「基本法」という。）」が制定された。平成２６年６月には、基本法に基づく「国土強靭化

基本計画（以下「基本計画」という。）」が閣議決定され、策定から５年が経過した令和元

年１２月には国土強靭化を取り巻く社会情勢の変化や策定後の災害から得られた知見な

どを反映した基本計画の見直しとともに、計画に位置付けた重点化すべきプログラム等を

推進するための「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」が閣議決定された。 

   青森県においては、これまで「みんなでつくる安全・安心な青森県」を目指し、「災害や

危機に強い人づくり、地域づくり」に係る様々な取組を進めてきたほか、災害時に人命を

守ることを最優先に、「孤立集落をつくらない」という視点と「逃げる」という発想を重視

した、防災対策と危機管理体制の強化などのハード・ソフト一体となった本県独自の取組

である「防災公共」等を推進してきたところである。 

   こうした状況を踏まえ、「命と暮らしを守る青森県」を目指し、県民の命を守ることを最

優先に、大規模自然災害が発生しても、機能不全に陥らない、迅速な復旧・復興が可能な、

強靭な地域づくりを推進するため、平成２９年３月に青森県国土強靭化地域計画を策定し

た。 

   本市においても、基本法の趣旨や過去の自然災害の教訓を踏まえ、大規模自然災害が発

生しても「致命的な被害を負わない強さ」と「速やかに回復するしなやかさ」をもった「強

靭な地域」を作り上げる施策を推進していくため、「三沢市国土強靭化地域計画」を策定す

る。 

 

 ２．計画の位置付け 

   本計画は、基本法第１３条に基づく国土強靭化地域計画として策定するものであり、基

本計画と調和を図るとともに、青森県国土強靭化地域計画との調和及び連携・役割分担を

図る。 

   また、第二次三沢市総合振興計画と基本的な考え方の整合が図られた計画とし、国土強

靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための指針として定める。 

 

 ３．計画期間 

   本計画の計画期間は、令和２年度から令和６年度までのおおむね５年間とする。 

   なお、計画期間中であっても、社会経済情勢の変化や施策の進捗状況等を考慮し、必要

に応じて見直しを行うこととする。 
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第２章 基本的な考え方 

 

 １．基本目標 

   次の４つを基本目標とする。 

  ① 人命の保護が最大限図られること 

  ② 市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

  ③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られること 

  ④ 迅速な復旧・復興が図られること 

 

 ２．事前に備えるべき目標 

   「基本目標」を達成する上で事前に備えるべき目標として、次の７つを設定する。 

  ① 人命の保護が最大限図られること 

  ② 救助・救急、医療活動等が迅速に行われること 

  ③ 必要不可欠な行政機能と情報通信機能を確保すること 

  ④ 経済活動を機能不全に陥らせないこと 

  ⑤ 必要最低限のライフライン等を確保するとともに、これらの早期復旧を図ること 

  ⑥ 重大な二次災害を発生させないこと 

  ⑦ 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備すること 

 

 ３．基本的な方針 

   先に掲げた４つの基本目標と７つの事前に備えるべき目標を達成し、本市の安全・安心

を確保するため、以下の点について特に配慮し、国土強靭化に取り組む。 

  (１) 三沢市の国土強靭化に向けた取組姿勢 

   ① 国・県・周辺市町村等と一層の連携協力を図るとともに、市民等への情報提供・避

難体制の強化等を推進すること 

   ② 東日本大震災の経験や人口減少問題等、幅広い観点から検討すること 

   ③ 災害に強い地域づくりを進めることにより、地域の活力の向上につなげること 

   ④ 社会経済システムが有する潜在力、抵抗力、回復力、適応力を強化すること 

  (２) 適切な施策の組合せ 

   ① ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせること 

   ② 自助・共助・公助を適切に組み合わせること 

   ③ 非常時のみならず平時にも有効活用できる対策とすること 

  (３) 効率的な施策の推進 

   ① 人口減少等に起因する需要の変化等を踏まえた、効果的で効率的な施策の推進を図

ること 

   ② 国の施策、既存の社会資本、民間資金の活用を図ること 

  (４) 三沢市の地域特性を踏まえた施策の推進 

   ① 「第二次三沢市総合振興計画」との調和を図ること 
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   ② 地域の特性を踏まえるとともに強みを生かした施策の推進を図ること 

   ③ 冬期間における災害発生への対応を念頭に置いた対策とすること 
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第３章 想定するリスク 

 

 １．三沢市の地域特性 

  (１)環境 

    本市は、青森県の南東部にあり、東は太平洋、西は小川原湖に面している。四季の変

化は３か月ごとに移り変わるが、夏は偏東風（ヤマセ）の影響で低温多湿、冬はアジア

大陸からの季節風の影響が少ないことから、降雪量が少なく晴天の日が続く住みやすい

環境である。 

    本市を流れる河川は、一級河川の高瀬川・古間木川・姉沼川のほか、普通河川の三沢

川がある。これらの河川はおおむね平坦地を流れることから緩やかな流れとなっている。 

    太平洋に面する海岸線の総延長は２６．０２６ｋｍに達している。南部に建設された

三沢漁港は第３種漁港として登録されている。 

  (２)社会経済基盤等 

   【道路】 

    〇 国道  ３３８号 

    〇 県道   ８号線（八戸野辺地線） 

          １０号線（三沢十和田線） 

          ２２号線（三沢七戸線） 

         １７０号線（天ヶ森三沢線） 

         ２５４号線（大町三沢線） 

   【鉄道】 

    〇 青い森鉄道線 

   【空港】 

    〇 三沢空港 

  (３)人口・世帯 

   ① 男女別人口と世帯数 

    三沢市における人口は、平成１２年をピークに減少に転じている。しかしながら、青

森県内の減少率ほどの減少はしていない。 

    世帯数は、単身世帯が高年齢を中心に増えていることもあり、緩やかな増加となって

いる。これはコミュニティ形成の妨げになるおそれがあるため、共助の意識を定着させ

ることが重要である。 
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   ② 三沢市における平成２７年の年齢別人口割合を見ると、年少人口割合（０～１４歳）

は 14.46％、生産年齢人口割合（１５～６４歳）は 61.87％、高齢者人口割合（６５歳

以上）は 23.67％となっている。少子高齢化への動きが顕著であることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料：国勢調査） 

（資料：国勢調査） 
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 ２．対象とする自然災害 

   国民生活及び国民経済に大きな影響を及ぼすリスクについては、一たび大規模な自然災

害が発生すれば、広域な範囲に甚大な被害をもたらす可能性があることから、国の基本計

画においては、大規模自然災害を対象としている。 

   三沢市においても、基本計画と同様に「大規模自然災害」を対象とする。 

   「起きてはならない最悪の事態」の設定に当たっては、これまで本市において発生した

災害による被害や、最新の被害想定調査の結果のほか、他市町村における大規模自然災害

の被害等を参考とするとともに、複数の自然災害が同時又は連続して発生する複合災害の

発生の可能性についても配慮する。また、大規模自然災害に起因する二次災害についても

対象とする。 

  (１)地震・津波 

年 月 日 種 類 概     要 

明治２９年 

６月１５日 

津 波 

（三陸海嘯） 

明治三陸地震に伴う大津波により死者１２６

人、負傷者３０人、家屋の流失・全壊１９２戸、半

壊１９戸の被害を受けた。 

昭和８年 

３月３日 
津 波 

昭和三陸地震に伴う津波により死者行方不明者

２６人、負傷者４９人、家屋の流失７４戸、倒壊家

屋２６戸の被害を受けた。 

昭和４３年 

５月１６日 

地 震 

(十勝沖地震) 

午前９時４８分、北緯４０.７度、東経１４３.６

度、青森県東方沖の深さ２０ｋｍの地点を震源と

するマグニチュード７．９の地震が発生し、青森

市、八戸市、むつ市で震度５を観測した。この地震

により、県内各地で建物の倒壊、火災の発生、交通

の途絶、電話の不通、水道の断水等の被害を受け

た。当市においても、死者１人、負傷者６２人、住

家被害７５０戸のほか、公共施設等に大きな被害

を受け、その被害総額は５３億７,８１３万円に達

した。 

平成６年 

１２月２８日 

地 震 

(三陸はるか沖 

地震) 

午後９時１９分、北緯４０．４度、東経１４３．

７度、三陸沖のごく浅いところを震源とするマグ

ニチュード７．６の地震が発生し、八戸市で震度６

を観測したほか、青森市、むつ市、盛岡市で震度５

を観測した。 

この地震により、当市においては重傷者２人、軽

傷者２５人、住家被害８４２棟に及ぶ被害を受け、

公共施設の被害４億５，８４２万円を含めた総被

害額は１６億６，９３７万円に達した。 

平成２３年 

３月１１日 

地震・津波 

（東日本 

大震災） 

午後２時４６分、北緯３８．１度、東経１４２．

９度、三陸沖の深さ２４ｋｍを震源とするマグニ

チュード９．０の地震が発生し、宮城県栗原市で震

度７を観測したほか、北海道から九州地方にかけ

ての広い範囲で震度６強から震度１を観測。本市
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では震度４を観測した。 

この地震による津波が本市沿岸部を襲い、死者

２人、負傷者１人の人的被害を受けたほか、住家・

非住家合わせて１８８棟に及ぶ建物被害が生じ、

水産業関係被害（三沢漁港）４５億３，２５８万円

を含めた総被害額は７８億３，５１１万円に達し

た。 

   〇 青森県地震・津波被害想定調査 

     青森県では、平成２４年度から平成２５年度及び平成２７年度に青森県周辺の太平

洋沖合、日本海沖合、及び内陸直下の各々の領域に最大クラスの地震を想定し、人的

被害及び建物被害等の調査を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (２)風水害 

年 月 日 種 類 概     要 

昭和５５年 

８月２３日 
水 害 

 三八上北地方は８月中旬から下旬にかけて長雨

が続き、特に２３日～２４日、３０日～３１日にか

けて大雨が降った。２３日には８７ｍｍの雨量を

記録し、床上浸水５戸、床下浸水３５戸、農作物の

冠水６ｈａ、浸水１６ｈａの被害を受けた。 

平成２年 

１０月２６日 

１１月４日 

水 害 

 発達した強い低気圧の通過に伴い、１０月２６

日朝から２７日午前９時までに１５３ｍｍ、１１

月４日朝から５日午前９時までに１１４ｍｍの雨

量を記録した。 

 このため、古間木川の増水や市街地の低地帯で

側溝からあふれた雨水等による浸水被害が続出し

名称 

(調査年度) 

太平洋側海溝型地震 

（Ｈ２４・２５） 

日本海側海溝型地震 

（Ｈ２７） 

内陸直下型地震 

（Ｈ２４・２５） 

ＭＷ ９．０ ７．９ ６．７ 

考え方 

昭和４３年十勝沖地

震及び平成２３年東

日本大震災の震源域

を考慮し、青森県に最

も大きな地震・津波の

被害をもたらす震源

モデルを設定 

「日本海における大

規模地震に関する調

査検討会（国土交通

省）」で設定された震

源モデルのうち、「平

成２６年度津波浸水

想定調査（青森県）」に

おいて採用した４つ

の断層を震源モデル

として設定 

「青森湾西岸断層帯

の活動性及び活動履

歴調査（産業総合研究

[2009]）」により入内

断層北に海底活断層

が推定されたことか

ら、震源モデルを設定 

想定被害 

の概要 

最大震度  ７ 

死者数 約 25,000 人 

最大震度  ６強 

死者数 約 6,900 人 

最大震度  ７ 

死者数 約 2,900 人 
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た。 

・１０月２６日～２７日：崖崩れ７か所、全壊１戸、

床上浸水４６戸、床下浸水１３７戸、田畑の冠

水・埋没２.６ｈａ 

・１１月４日～５日：床上浸水８２戸、床下浸水１

２３戸、田畑の埋没４．６ｈａ 

平成３年 

９月２８日 
台 風 

台風１９号の通過に伴い、最大風速３９．５ｍを

記録。死者２名、被害総額は約６億円に達した。 

平成１３年 

９月１１日 
水 害 

台風１５号の通過に伴い９月１１日夜から１２

日朝まで大荒れの天気となり、降り始めからの総

雨量が三沢市の９月１か月間の平均雨量を超える

１８６ｍｍとなった。このため、古間木川流域住民

に避難勧告を発令。古間木川流域や市街地の低地

帯で側溝からあふれた雨水等により床上浸水１８

戸、床下浸水８７戸等の被害を受けた。 

  (３)大火災 

年 月 日 種 類 概     要 

昭和４１年 

１月１１日 
大 火 

午後２時１４分頃中央町２丁目の商店街から出

火。火は折からの西風（風速２２ｍ～２６ｍ）にあ

おられて燃え広がり、目抜き通りの商店街をひと

なめにして、さらに南と東に５時間４０分にわた

って延焼。午後７時５５分鎮火した。この火災によ

って商店や住宅など４５０戸が全半焼し、８２８

世帯２，１５２人が焼け出され、約１５億７千万円

の被害を受けた。 
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 ３．起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

   国の基本計画をもとに、三沢市の地域特性を踏まえ、「事前に備えるべき目標」に沿って

３１の「起きてはならない最悪の事態」を設定した。 

   

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

１．人命の保護が最大限図

られること 

1-1 地震等による建築物の倒壊や住宅密集地における火災による死傷

者の発生 

1-2 大規模津波等による多数の死傷者の発生 

1-3 異常気象等による広域的かつ長期的な市街地の浸水や河川の大規

模氾濫 

1-4 土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわた

り市土の脆弱性が高まる事態 

1-5 暴風雪や豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う多数の死傷者の

発生 

1-6 情報伝達の不備、まひ、長期停止や防災意識の低さ等による避難行

動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

２．救助・救急、医療活動

等が迅速に行われる

こと 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等により救助・救急活動等が実

施できない事態 

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

2-5 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（市外からの来訪客等）へ

の水・食料等の供給不足 

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による

医療機能のまひ 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

３．必要不可欠な行政機能

と情報通信機能を確

保すること 

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

3-2 電力供給停止等による情報通信のまひ・長期停止 

４．経済活動を機能不全に

陥らせないこと 

4-1 サプライチェーンの寸断等による経済活動の停滞 

4-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給

の停止 

4-3 基幹的交通ネットワーク（陸上・海上・航空）の機能停止 

4-4 食料等の安定供給の停滞 
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５．必要最低限のライフラ

イン等を確保すると

ともに、これらの早期

復旧を図ること 

5-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の長期停止 

5-2 上水道等の長期間にわたる機能停止 

5-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

5-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

６．重大な二次災害を発生

させないこと 

6-1 ため池、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

6-2 有害物質の大規模拡散・流出 

6-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

6-4 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

７．地域社会・経済が迅速

に再建・回復できる条

件を整備すること 

7-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅 

に遅れる事態 

7-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復興が 

大幅に遅れる事態 

7-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅 

に遅れる事態 

7-4 鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅 

に遅れる事態 
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第４章 脆弱性評価 

 

 １．脆弱性評価の考え方 

   大規模自然災害による被害を回避するための対策（施策）や、社会経済システムの現状

のどこに問題があるかについて把握するため、「脆弱性評価」を行った。 

 

 ２．脆弱性評価の実施手順 

  ・ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を回避するための施策を抽出し、そ

の達成度や進捗を把握し、現状の脆弱性を総合的に分析・評価した。 

  ・ 現状で把握できるデータや施策の進捗状況を踏まえて分析・評価を行った。 

  ・ 施策の達成度を示す「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」を参考値として活用した。 
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第５章 脆弱性評価結果に基づく対応方策 

 

 １．対応方策取りまとめの考え方 

  ・ 「脆弱性評価」の結果を踏まえ、今後必要となる取組・施策を検討し「対応方策」と

して整理した。 

  ・ 取りまとめに当たっては、「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」ごとに

「脆弱性評価」の結果と「対応方策」を対比して掲載した。 

 

 ２．起きてはならない最悪の事態ごとの対応方策 

  【資料１ － 目次、概要（Ｐ１～２４）、全文（Ｐ２５～１４６）】 

 

 ３．施策の重点化 

  ・ 限られた資源・財源で、国土強靭化の取組を効果的・効率的に推進するため、優先度

の高い施策に重点化を図る必要がある。 

  ・ 本計画では「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を回避するための施策

について、「市民の命と暮らしを守る」観点から、重点化すべき施策を選定することとし

た。 

  ・ 特に、人命に直接的・重大な影響を及ぼすリスクシナリオについては、これを回避す

るための施策について、優先的に実施することとした。 

  ・ 施策の重点化に当たっては、このリスクシナリオを回避するための施策を中心に、「人

命の保護」を第一義に、次に掲げる「重点化の視点」を考慮し、総合的に判断した。 

重点化の視点 説     明 

① 影響・効果の大きさ 「市民の命と暮らしを守る」観点から、影響・効果があるかなど 

② 緊急性・切迫性 対応実施の緊急性や、災害リスクの切迫の度合い・頻度など 

③ 一層の進捗を図る必要性 全国水準や目標値に照らし、一層の進捗を図る必要があるかなど 

④ 総合振興計画における優先度 「第二次三沢市総合振興計画」等における位置付けなど 

⑤ 市の役割の大きさ 市以外に適切な実施主体がない場合や、市の役割の大きさなど 

⑥ 自助・共助の推進 地域の防災力・減災力の向上に資する取組かどうかなど 
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第６章 計画の推進 

 

 １．計画の推進 

   本計画に掲げる施策の実効性を確保するため、庁内の各部局のみならず、国、県、関係

市町村、民間事業者等、そして住民との連携を図りながら、効果的な施策の推進につなげ

ていく。 

 

 ２．計画の進捗管理 

   本計画の推進に当たっては、「第二次三沢市総合振興計画」に係る政策・施策の点検結果

（アウトルックレポート）など、既存の政策点検の結果を活用・集約し進捗状況を概括的

に評価することにより、進捗管理を行う。 

 

 ３．他の計画等の見直し 

   本計画は、三沢市の様々な分野の計画等について、国土強靭化に係る事項を補完し、そ

の着実な推進を図るための指針となるものであることから、他の計画等においては、計画

の見直しや次期計画を策定する際には、本計画を踏まえた検討を行い整合を図ることとす

る。 
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